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教育基本法とその改正論議に関する一考察

一社会観 ･教育観 ｡権利観の公共性と私事性-

佐 藤 修 司

IssuesandProblemsofthe『undamemtaMJaW

ofEducationandtheDisputeofitsRev五siom

ThePublicandPrivateNatureoftheViewonSociety,

EducationandHumanRights

ShujiSArrO

TheFundamentalLawofEducationwasestablishedinaccordwiththeConstitutionofJapan,for

realizingtheconstitutionalvaluesthrougheducation.

TheconceptionoftheFundamentalLawwas

a.protectionoftherighttoreceiveeducationasafundamentalhumanright

b.implimentationofthefreeeducatonatpublicexpenseandeducationalequaloppotunity

c.guaranteeofproperoppotunityofoccupationsandrighttowork,andsocialcontributionthroughoc-

cupations

d.equalizationandre-distributionofeachone'sincomebytheprogressivetaxation,andpublicexpen-
diture

e.thiscyclestrengthenequalityofthesocietyandpublicprofitthrougheducation.

ButtherealityafterWorldWarⅡis

a.enlargementofprivateexpenditureforeducationandtheinfluenceoffamilyeconomicstatus

b.exclusivecompetitionwhichasksformoreadvantageouseducationalopportunity

c.acqisitionofprlVateprofits,suchasanhigherrankoccupationandlivlngStandard

d.expansionoftheincomedifferentialbetweenoccupations,andreductionoftheexpendituretopublic
fields

e.thiscycleenlargesinequalityofthesocietyandprivateprofitthrougheducation.

TheopinionswhicharegoingtoreviseFundamentalLawarebasedonsuchreality.Fromnowon,

thecriticismtothoseoplnionsnotonlyassertstheideasoftheLaw,butmusthavetheviewandstrat-

egy.whichconvertsuchreality.

Keyword:theFuhdamentalLawofEducation,theConstitutionofJapan,humanrights,equalityof

educationaloppotunity,publicnature

1.はじめに

教育基本法が1947年3月31日公布 ･施行されて,すで

に半世紀以上が過ぎた｡1946年11月3日に公布,翌年5

月3日に施行された日本国憲法と,教育基本法は一体の

ものとして構想され,制定されたわけだが,この両者が

今 ｢改正｣論議のただ中にある｡憲法と同様,教育基本

法も,これまで戦後一貫して ｢改正｣の主張が自民党を

中心として繰り返されてきた(1)｡1966年の中央教育審議

会答申の別記として出された ｢期待される人間像｣のよ

うに,明確に教基法の理念を否定する文書も公にはされ

たが,明文の改正はなされなかった｡もっぱら,学校教

育法や地教行法,学習指導要領などの ｢下位法｣によっ

て,解釈改 ｢教基法｣が行われてきたのである｡ その理

由として,国民の問に教基法に対する認識が高まり,正
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面から改正を行うことができなかったことや,そこまで

の危険を冒さずとも,下位法レベルの改正で事足りてい

たことが考えられる｡

今回,2000年12月の教育改革国民会議報告 ｢教育を変

える17の提案｣,2003年3月の中央教育審議会答申

｢新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計

画の在り方について｣で,明確に教育基本法改正が打ち

出された｡憲法調査会での改憲論議に先行する形で,ま

た,改憲の前段階,準備段階として教基法改正が打ち出

されたのである｡ これまでの解釈レベル,下位法レベル

での改正ではなく,戦後政治,戦後教育の基本的枠組み

を取り払うことが目指されている｡改正の主張の中では,

戦後改革の趣旨を残しながら,新しい時代に対応した改

正を加えるとされているが,実際には,戦後改革の理念

を完全に否定する内容が盛り込まれているように思われ

る｡

教基法改正の主張への批判は戦後からこれまで,多く

行われてきた(2)｡その過程で,国民の教育権論が発展し,

憲法,教基法を豊かに解釈する営みが続けられてきた｡

その論調は現在も変わらず,さかんな改正論批判が,国

民の教育権論の立場や,教育運動の立場から広く行われ

ている｡ 基本的には,教基法を絶対視せず,改正があり

得ることを認めっっも,現在の改正論が,憲法,教基法

の理念をねじまげ,日本の教育を国家主義的,軍国主義

的,能力主義的な方向へと導く危険性を持っと,厳しく

批判する｡また,現在の改正論の,新自由主義的,新保

守主義的な性格や,地球規模の国際的な経済戦略との相

応性を指摘する論も展開されている(3)0

本稿では,憲法,教基法が目指していた社会や教育の

全体構造を明確にした上で,教基法改正論甲問題を指摘

する｡そして,社会や教育の現段階と対照しながら,今

後の教基法のあり方,教基法をめぐる教育運動,教育法

理論のあり方に言及することとする｡

2.個人と国家 :権利と公共性

国民の教育権論を代表する論者である堀尾輝久は,教

育基本法を,市民社会に立脚した近代教育原則を体現す

るものと位置づけていた｡近代教育原則とは,主には,

○子どもの権利,学習権の主張,○親が有する親義務と,

その義務を第一次的に履行する自然権,○国家権力干渉

からの内面形成の自由,○子どもの自発性の尊重,詰め

込みの否定,などである(4)｡教基法は,第二次世界大戟

の反省に立ち,日本の半封建的,絶対主義的な体制,ファ

シズム的,軍国主義的な体制を転換し,西欧的な民主主

義,基本的人権を中核とした近代市民社会を,教育によっ

て実現しようとしたものと考えられる｡

憲法や教基法の理念,社会構想として第-に挙げられ

ることは,個人の尊重である｡ 憲法,教基法は,国家と

個人との間の社会的な契約として措定される｡戦前のよ

うな半官半民的な大政翼賛会のような組織,家制度,氏

族,宗教などの介在は排される｡ 憲法13条は,｢すべて

国民は,個人として尊重される｣とし,教基法もまた,

前文で ｢個人の尊厳を重んじ｣ること,1条で,｢個人

の価値をたっと｣ぶことを求めている｡ 中間団体に個人

が埋没し,個人の権利,自由が抑圧されてきたこと,そ

の状態からの個人甲解放が,フランス革命をはじめとす

る市民革命,人権宣言の根本であった｡国家のために個

人が存在するのではなく,個人のために,また,平和や

民主主義,真理や正義,文化を擁護するために国家が存

在する点で,大日本帝国憲法とは根本を異にする｡

教基法に先立っ,第一次米国使節団報告書は,｢民主

主義においては,個々の人間は卓越した価値を持ってい

る｡彼らの利益を国家の利益に従属させてはならない｡｣

と,国家と個人との関係を規定している｡ 『教育基本法

の解説』(以後,『解説』と略)ら,｢国家に対する個人
の絶対的服従と犠牲をめざすかのように誤られてきた過

去の国家主義的な教育を一新して,個人の尊厳を重んじ

国家及び社会の維持発展に自由と責任とをもっそ当る国

民を育成｣すると述べている(5)｡

教育刷新委員会のメンバーであった,務台理作は,国

民と市民との違いを指摘する｡｢国民はまったく国家の

コントロールの中にあり,国家の成員にはかならないが,

市民的人格は国家のコントロールにとって制約されるも

のでは｣なく,｢市民の自由はそのまま国民の自由とし
ては保障されない｣｡それに対して,教基法の場合,市

民の自由と国民の自由が完全に重なっているのであり,

その時,｢国家は運命共同体的な要素から解放されて,
契約国家に再編成される｣｡｢国家はもはや共同体国家で
はなく,ゲゼルシャフトとしての契約社会国家にはかな

らなくなる｣のである(6)｡

それ故,国家の側が,個人に対して国家への愛を強制

することは,国家と個人との関係を逆転させるものであ

り,憲法の根本原理に反する｡中教審答申は,｢21世紀

を切り拓く心豊かでたくましい周本人の育成｣を目指し,

｢日本人であることの自覚｣闇β土や国を愛する心の滴養｣

｢郷土や国を愛し,誇りに思う心｣を重視 している｡ 教

基法 ｢改正｣によって,教育により ｢日本人になること｣

が強制されるとすれば,アイヌ民族や,在日外国人の問

題が即座に出てくるだろう｡それだけでなく,｢日本人｣,
日本民族の定義が問題となり,それが明確にされるほど,

民族主義的な教育が強められることになる｡愛情の強制

が法的に規定されれば,学校などの教育現場を中心に,

社会全般において,国などを批判する言動が禁止されか

ねない｡現在の日の丸 ･君が代に見られる状況がより-
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般化することにもなろう｡

他方,教基法解釈として,愛国心が含まれているとす

る解釈もなされてきた｡教基法の貴族院での審議の際,

戦後初の党人文相である高橋誠一郎は,質問に答えて,

｢健全なる祖国思想のかん養は-教育上重要視 しなけれ

ばならない-｡｣とし,前文や第一条の中に,｢健全なる

国民文化の創造,ひいては健全なる祖国愛の精神のかん

毒を服むものと考える｡ 人格の完成,これがやがて祖国

愛に伸び,世界人類愛に伸びていくものと考える｡｣と

述べていた(7)｡そして,現行の学習指導要領 (1998年版)

では,｢郷土や国を愛する心を持っ｣｢日本人としての自
覚をもって｣などの表現が見られ,1977年版でも,｢日

本人の自覚をもって国を愛し,国家の発展に尽くそうと

する｣とされている(A)｡これらの規定は,教基法の原則

に反していると考えるべきであり,本来,無効とされる

べきものである｡

務台理作は,教基法に愛国心や民族意識を組み込もう

とする動きに対し,その見方は,｢民族の概念と国民の

概念にかんする認識が不足し,じっさいは人類に対して

閉じられた,狭院な｣ナショナリズム,つまり,｢近代

のヨーロッパ植民地主義によって,他国への介入 o侵略

を正当化しようとする,閉じられた帝国主義としての民

族主義｣であるとする｡ それに対し,､教基法が掲げるも

のは,｢人類に向かって開かれているナショナリズム｣

である｡それは侵略者の抑圧から民族の解放を求め,あ

るいは真の中立を保持するために民族の独立を強烈に求

めるナショナリズムであるとされている｡開かれたナショ

ナリズムは個人と人類との結合を媒介するとともに,ま

た,逆に個人と人類によって媒介されているとされてい

る(9)｡

家族であっても,個人の上位に置かれるわけではない｡

憲法24条において,婚姻が,｢両性の合意｣に基づき,

夫婦の同等の権利,本質的平等が前提とされていること

から考えれば,夫婦であることの前に,対等な個人であ

ることが重視される｡ それ故,教育勅語の ｢夫婦相和シ｣

といった家族道徳,家族愛が,個人の事情,個々の家族

の事情を越えて強制されることもあってはならない｡

夫婦と比較した場合,親子関係において昼,出生とい

う行為が親子間の ｢合意｣ではなく,親の側の意思によっ

て発生する｡ その場合であっても,憲法24条が,財産権,

相続など,家族に関す.る事項に関し,｢法律は,個人の

尊厳と両性の本質的平等に立脚して,制定されなければ

ならない｣と,明確に規定していることからすれば,戟

と子もまた,個人と個人との関係でなければならず,一

方的,垂直的な上下関係が措定されるべきではない｡憲

法も教基法も,子どもを成人と区別しておらず,国民一

般に対する共通した教育原則を規定しているのである｡

もちろん,子どもであるが故に,義務教育期間中,戟

に対して就学させる義務が課されたり,未成年者に対し

ては,民法上の監護 o教育の権利 o義務が生じるわけで

あるが,それは,子どもの権利が制限されるからではな

く,逆に,子どもの権利をよりよく実現するために親の

側に課された社会的な責任と考えるべきものである(10)｡

子どもの権利条約は,第3条で,子どもの最善の利益を

規定し,第5条で,親による指示 o指導の責任 ｡権利 ｡

義務の尊重を規定している｡また,教基法では,第6条

で,学校の公の性質と,学校教員の全体の奉仕者性と自

律性を規定している｡つまり,子どもと成人との問に権

利の軽重はないものの,子どもの特性,つまり,発達の

可能態であることと,十分な保護が必要であることから,

親や教師による権利の実現 ｡援助 o代行などが必要なの

である｡

これらのことから,親子間でも,｢父母二孝二兄弟二

友ニ｣のような家族道徳,家族愛が強制されてはならな

い｡そもそも,愛情は,個人の感情の領域の問題であり,

自発性に任せられるべきものである｡ にも関わらず,愛

国心,愛郷心,家族愛などが強制されれば思想良心の自

由に抵触することになろう｡

道徳教育も,子ども価値形成の援助,市民精神,市民

的行動規範の自律的な獲得の援助にとどまり,価値観の

選択は,子どもや親の自主性に任されることが必要であ

る｡ 徳育部分での教育は,この範囲に限定されなければ

ならない｡国際人権規約や,子どもの権利条約でも,千

ども自身の思想良心の自由とともに,親が,自己の信念

に従って子どもの宗教的及び道徳的教育を確保する自由

を有することを尊重するとしている｡個人の価値観を国

家が決定することになれば,思想良心の自由に抵触する

こととなるのである(ll)0

答申はまた,｢人格の形成を図る上で,宗教的情操を

育むことは,大変重要である｣とし,また,｢自然や崇

高なものに対する畏敬の念｣を教育の中で重視すべきも

のと位置づけている｡宗教と,宗教的情操を分かつこと

はきわめて困難であり,憲法が定める政教分離の原則や,

教基法が定める ｢宗教に関する寛容の態度｣が他宗教者,

無宗教者,反宗教者に対する寛容を意味していることと

歯且酷をきたすものである｡ 宗教に対する客観的,普遍的

な知識,科学的な分析 ｡実証の教育は行われるべきであ

るが,科学的に立証 ｡検証不可能な価値,情操は公教育

によって取り扱われるべきではない｡

ところが,『解説』においても,｢寛容の態度｣を説き
ながら,他方で,｢民主的で平和的な国家を建設するた

めには,国民ひとりひとりが高い政治的教養と深い宗教

的情操を持っことが望ましい｣(12)とし,また,特定の宗

教に偏らない,一般的な宗教教育を行うことにより,
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｢まず宗教的信仰への素地をととのえ宗教への芽生えを

養うことが,宗教教育上まず尊重されなければならな

い｣(13)としており,教基法9条の解釈として,誤ったも

のと言わざるを得ない｡現在の学習指導要領が,臨教審

答申などを受けて,｢人間を超えたものへの畏敬の念を

深める｣としていることも同様であり,教基法に違反し

ていると考えるべきである｡

第二の点としては,個人に与えられた権利や自由が,

決して,私的な権益ではなく,公的,社会的な性格を有

していることである｡憲法11条は,｢国民は,すべての
基本的人権の享有を妨げられない｣とする一方で,12条

は,｢国民はこれを濫用してはならないのであって,常
に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ｣とし

ている｡個人の尊重が基底にある以上,ある個人が他者

の権利 ･自由を侵害するようなことがあってほならない

はずであり,すべての個人が,よりよく権利を行使でき

なければならない｡個人の総和としての社会,そして,

個人を取り巻く環境としての社会の福利が損なわれては

ならない｡国際人権規約B規約では,例えば,表現の自

由について,権利の行使には特別の義務及び責任が伴う

とし,権利制限事由として,｢他の者の権利又は信用の
尊重｣と ｢国の安全,公の秩序又は道徳の保護｣が挙げ

られている｡子どもの権利条約でも同様の規定が存在し

ており,成人と子どもに差がないことが明らかにされて

いる｡

さらに,権利 ｡自由を放棄することは認められないと

考えるべきである｡ 私的な利益のための権利であれば,

放棄も個人の自由であろう｡ しかし,憲法12条は,｢こ

の憲法が国民に保障する自由及び権利は,国民の不断の

努力によって,これを保持しなければならない｣とする｡

例えば,思想の自由を放棄することは,ファシズムに身

を委ねることにもなるのであるから,自由の放棄は,憲

法的な社会秩序を維持する上からも,認められるべきも

のではない｡教育を受ける権利の場合も,権利の放棄は,

子どもの場合であれば,自立した成人-の成長を困難に

し,他の権利 ･自由の行使を困難にすることから考えて,

憲法的な秩序の維持の観点から,放棄は認められるべき

ものではない｡

教育は,個人の精神の自由に一定の制約を与えるもの

と,外形的にはとらえられるが,本来,個人の学問の自

由 (教基法第2条)に基づいて,教育は個人によって選

び取られるべきものであって,外界から押しつけられる

べきものではない｡しかし,教育目的が,教基法,学校

教育法によって法定されていることから,そのことの是

非をめぐって,教育法学上も学説が複数存在してきた｡

政府だけ,教育者だけを規定するだけであって,個人の

自由を制限するものではないとする説 (政策目標説)に

ついては,結果的に教育を通じて,子ども,個人を制約

することになることから,論理的に無理があると考えら

れる｡教育勅語にかわるものを作らざるを得なかった戦

後の事情で致し方ないとする説 (緊急措置説)の場合は,

戦後60年近くが経過した現在において,その必要がなく

なっていると考えられる｡

目的の法定が全くない場合には,教育者のよって立っ

べき方向性がなくなり,指導助言であっても,指導要領

に類する文書を作成することは,困難になる｡よって,

憲法,教基法に体現された価値やi普遍性を持っが故に,

法定可能であるとする説 (普遍的価値説)が最も妥当性

が高いと考えるが,その ｢普遍性｣は,論者によって違

う可能性をはらんでいる｡それ故,教基法が掲げる教育

目的は,その時代における国,国際社会において,理想

とする社会の構築 ･再生産を保障するために必要とされ,

すべての構成員に遵守が求められる基本的価値であると

考えるべきだろう(14)0

教基法の前文からも,教基法によって,平和や人権,

民主主義といった憲法的価値を後代に伝えようとしてい

ることは明らかである｡憲法99条が,公務員に対して憲

法尊重 ･擁護の義務を負わせ,教基法によって,設置主

体を問わず,学校は公の性質を持ち,教員が全体の奉仕＼

者とされていることから,私立も含めて,憲法 ｡教基法

を尊重し,憲法的価値を実現すべき責務を負っていると

考えられる｡ 坂田仰が,｢すべて共同体は,不可避的に
一定の価値にコミットメントした存在である,この価値

選択の共同体としての社会が,時代を支える未来の構成

員の教育において特定の価値の教えこみを行い得ないと

することは,共同体それ自体の存続を許さないに等しい

とさえいえる｣としていることと,同義である(15)｡

教育の中身に対する一定の制約だけではなく,他者の

権利侵害が認められないことから導かれる制約もありえ

る｡ 憲法26条は ｢その能力に応じて,ひとしく｣教育を

受ける権利を保障していることから,憲法,教基法が,

能力主義的な格差を許容していると解釈することも可能

であり,実際に,教育制度の多様化,階層化を進める教

育政策がとられてきた｡しかし,上記の観点に立てば,

①他者の権利を過度に侵害しない (受験競争を過度に悪

化させないなど)観点から,個人の権利を制限すること

が可能であることや,②教育は,個人的,私的な利益の

ためではなく,社会的,公的な利益のために保障され,

教育の成果も同様に,私的な利潤よりは,社会的,公的

な利益のために活用されるべきこと,が導かれる｡ 教育

の課題は,権利をよりよく行使すること,それによって

社会に対する義務や責任を学び取っていくことでなけれ

ばならない｡

どのような能力を持って生まれてくるか,どのような
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能力を形成し得るかは,先天的にも,後天的にも偶然に

よって左右される部分が大きい (病気や事故もありえる)0

どのような遺伝的資質を持ち,どのような経済的地位,

教育意識を持った親 ･家庭に生まれるのか,子どもは選

ぶことができない｡偶然が個人の境遇を左右することは,

正義の原則にもとることになる(16)｡

公共性は憲法 ･教基法が最も重視するところであるに

もかかわらず,その公共性とは違う ｢新しい｣公共を中

教審答申は目指している｡｢国や社会の問題を自分自身

の問題として考え,そのために積極的に行動する｣,｢21

世紀の国家 ･社会の形成に主体的に参画する｣,｢公正な

ルールを形成し遵守することを尊重する意識や態度を滴

養する｣などの記述は,特段,憲法,教基法と選ぶとこ

ろはなく,とりたてて ｢新しい｣と形容すべきものでは

ない｡にも関わらず,｢新しい 『公共』｣が主張されるの

は,｢道徳心や倫理観,規範意識｣の育成が根本に位置

しているからである｡

｢新しい 『公共』｣は,権利を私的な権益と考え,梶

利の抑制による,義務,責任の行使を重視する考え方,

滅私奉公的に,個人を集団に解消,埋没させ,個人より

ら,集団,国家に重点を置く考え方に立っている｡この

際の教育は,できるだけ権利を行使しない態度 ｡習慣を

身につけさせ,自己主張をせず,集団と義務に服するこ

とを要求するものとなる｡ 奉仕体験活動が,2003年4月

から教育現場で義務化されたが,｢奉仕｣ とは,自分よ

り価値が高いもの (神仏の類や,集団,国家)に対して,

無批判的に追従し,自分を無にして,仕え奉ることでし

かない｡これらのことは,憲法,教基法の精神に反する

と考えられる｡

3.教育と社会 :平等と公共性

第三の点は,教育の機会均等である｡ 憲法上の法の下

の平等は,14条において,｢すべて国民は,法の下に平

等であって,人種,信条,性別,社会的身分又は門地に

より,政治的,経済的又は社会的関係において,差別さ

れない｣とされている｡それに対し,教基法3条では,

｢人種,信条,性別,社会的身分,経済的地位又は門地

によって,教育上差別され｣ず,｢ひとしく,その能力

に応ずる教育を受ける機会を与えられなければならない｣

とされている｡憲法上は,29条の財産権の保護との関係

もあって,経済的な格差が許容されているのに対し,教

育上では,｢経済的地位｣による格差が禁 じられ,経済

的に困難な者に対して,奨学の手段が講じられなければ

ならないとされているのである｡

戦前の教育制度は,特に中等教育以降,性による差別,

経済的地位による差別,植民地差別などが明らかであり,

社会的な不平等に教育制度が直結し,社会的不平等の再

生産に,教育制度が構造的に組み込まれていた｡教育は

臣民の義務として,国家的な軍事力,経済力増強のため

(富国強兵)の装置であり,進学は,国家による恩恵と

して,国家的なェリート養成のための装置であった｡

それに対し,戟後は国民の権利として教育が位置づけ

られた｡それと同時に,教育による社会的平等の実現が

目指されたと考えられる｡家族の経済状態によって,教

育機会,進学機会が左右されるとすれば,経済的不平等

が教育を通じて拡大再生産されることになる｡また,舵

力に応じた教育機会が得られなければ,職業上の適材適

所が実現されなくなり,経済的,社会的な損失も大きく

なる｡憲法22条は職業選択の自由を規定し,27条は勤労

の権利と義務を規定しており,これらの条項を実現する

ためにも,教育の機会均等が必要なのである｡

憲法26条は,義務教育の無償を定めている｡戦前の無

償は,義務の対価として,また,就学促進の手段として

存在していたが,戦後は,明らかに権利に対応して無償

が定められた｡義務教育段階は,特に強く権利保障が求

められることから無償とされているのであって,義務教

育以前や,以後の段階についても,権利保障の観点から,

できるだけ無償に近づけることが,憲法,教基法の精神

と考えるべきであろう｡無償であることは,別言すれば,

税金で支払われるということに他ならない｡戦後しばら

くまでの税金支出者は,富裕層,資本家であり,社会の

大多数は,無産者,労働者,農民であった｡それ故,無

償教育とは,富裕層の資金によって,賓困層の教育をま

かなうことを意味していた｡無償教育は,戦前以来,多

くの無産政党運動,労働運動のスローガンであった｡教

育を労働者階級にも開かれたものとし,誰でも,能力に

応じた,必要なだけの教育を受けられるようにすること,

そして,教育を通じて社会的な平等を達成することが目

指されたのである｡

教育を受けた結果として,高い私的な利潤が生まれ,

大きな生活水準の格差が生まれるとすれば,結果的には,

社会的不平等が拡大することになりかねない｡社会的費

用によって能力が形成され,社会的,公的な利益のため

にその能力が活用されるとすれば,教育の成果は,個人

的な利潤の格差,生活水準の格差に結びっけられるべき

ではない｡所得面でも,累進課税による再配分によって,

社会的平等の促進が可能であり,憲法29条で,｢財産権

の内容は,公共の福祉に適合するやうに,法律でこれを

定める｣とされ,30条で ｢国民は,法律の定めるところ

により,納税の義務を負ふ｣と規定されているところで

ある｡

特に,1970年代以降,受益者負担主義が強められ,市

場原理の導入が教育政策の中心に据えられた｡教育ばか

りでなく,社会全体での優勝劣敗型の競争主義は,社会
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的不平等の拡大を促進している｡ このような状況は,憲

法,教基法の原理とは異なるものであろう｡ また,国立

大学法人のように,国公立部分を,民間化して,私立と

競わせる政策も取られている｡教基法4条は,義務教育

の無償を,国公立学校の限定してしまっているが,憲法

26条が設置主体を限定せず,普通教育全般を無償と一して

いることから,本来は,私立も含めて考えるべきもので

あり,また,国公立の授業料 ･経営環境を私立の水準に

近づけるのではなく,逆に,私立を国公立の水準に近づ

ける立場に立っべきものである｡

また,消費税は,逆進性が強く,貧困層ほど,税負担

が重くなる｡そして,授業料のうち続く値上げは,貧困

層の進学機会を閉ざすとともに,進学機会が家族の経済

的地位の高さに比例して配分されることになりかねない｡

そうなれば,教育によって,社会的不平等が拡大する結

果を招いてしまう｡ さらには,子どもの進学決定が,鶴

の意思に左右されることとなり,親子間の垂直的上下関

係,従属関係を強めることにもなる｡

第四の点は,教育の公共性である｡ 教基法10条が規定

するように,教育は ｢不当な支配に服することなく,国

民全体に対し直接に責任を負っておこなわれるべきもの

である｣ことが明示されている｡また,6条は,国公私

立を問わず,学校が ｢公の性質｣を持ち,教員が ｢全体

の奉仕者｣であると規定している｡ 教育は国家による行

政作用の一貫なのではなく,教育行政は ｢教育の目的を

遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標｣にするもの

であるとして,教育と教育行政とが区別されていること

も重要な点である｡それ故,｢公の性質｣は,国家性,

権力性を意味せず,私事の組織化,共同化を意味すると

見るべきである｡国民全体の教育意思に基づき,それを

実現するため,教員は全体の奉仕者として職務を遂行す

る｡そのための,制度的な保障が,教育委員会制度,敬

育委員の公選制であり,私立学校であれば,理事会と評

議員会を備えた学校法人制度であった｡

公の性質については,事業主体説と,事業性質説が存

在する｡『解説』は事業主体説に立ち,基本的に主体は
国であって,国の要用で行われる場合が国立 ･官立,地

方の費用の場合が公立,私人が私費で国家の特許を得て

行う場合が私立と位置づけられている(17)｡しかし,公の

性質を,｢全体の奉仕者｣や直接責任の原則と一体的に

解すれば,事業の主体ではなく,事業の性質が公共性を

持っていることが,｢公の性質｣の内容と見るべきであ

る｡『解説』自身も,直接責任の内実について,① ｢教
育は国民のものである｡｣,② ｢教育にたすさわる者は,

国民全体の代表者であり,奉仕者でなければならない｣,

③ ｢教育は,国民のために行われるものでなくてはなら

ない｡国民ひとりびとりの人格の完成をめざし,その教

蓑と徳性の向上を図る教育が行われなければならないの

であって,-単に国家そのものの発展とか,ある一部の

者の利益のために教育目的が立てられてほならないので

ある｡｣,ことを挙げている(lH)0

さらに,教員は,教員免許を有する専門職として,

｢自己の使命を自覚し,その職責の遂行に努めなければ

ならない｣存在である (教基法6条2項)｡上からの強

制によって細かく監視 ･監督 ･命令される存在ではなく,

高い倫理性,専門性,自律性を備えた専門職でなければ

ならない｡学習権の実現を,最も直接的に付託されてい

る者として,また,子ども･国民の知る権利,学問の自

由や,思想良心の自由などを守り,実現する者として,

重要な位置にある｡

全体の奉仕者であることや,公の性質を持つというこ

とから,逆に,教員や学校に対し,政治的中立性が強く

要求され,そのことによって,逆に,国会における多数

政党の教育意思が法律や行政によって強制されることの

理由とされることもあった｡しかし,｢公｣や ｢全体｣

は,多数党の意思を意味するものではない｡『解説』や

田中耕太郎にも見られるように,政治と教育とは密接な

関係を持ち,切り離すことはできないとしても,相対的

な自律性を教育に持たせることが,戦後教育改革の意図

でもあった｡法律として成立した場合であっても,憲法

の原理,教基法の原理に達反する法律は,｢不当な支配｣

になることがありうるはずである｡

また,｢公の性質｣や,｢全体の奉仕者｣は,教育その

ものの非営利性,公共性に加えて,教育機関,教育者自

身も,自らの利益,利潤追求のために教育を実施しては

ならないことを意味すると考えられる｡国公立学校はも

ちろんであるが,私立学校も同様であり,私立学校法で

は,私立学校の ｢公共性を高めること｣(1条),｢私立

学校の教育に支障のない限り,その収益を私立学校の経

営に充てるため,収益を目的とする事業を行うことがで

きる｣(26条)こととしており,あくまでも,収益は,

教育向上,教育経営のために用いられるべきことが規定

されている｡ 教員について言えば,｢全体の奉仕者｣性

は,70年代に活発に議論が行われた ｢聖職者｣性と関連

するが,ただ,教員が,一個の人間であり,市民であり,

労働者であることを否定するものであってはならない｡

これまでの教育政策の中では,教育,教員に対する管

理 ･統制が強化されてきた｡勤務評定,人事考課,主任

刺,職員会議の補助機関化など,教師間の競争が強めら

れ,教師の専門職性,自律性,共同性は薄められ続けて

いる｡ 教師が,自らの給料の増加や,出世競争のために

教育に従事するとすれば,それは個人的,私的な利益,

利潤追求に他ならない｡また,学校は,少子化の中での

統廃合,私立学校の経営悪化,私学や国公立中学 ･高校
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での,進学目的を肥大化させる形での生徒集め,公立小

中学校でも,通学区域の緩和による学校選択の拡大によっ

て,公共性を薄めてきている｡さらに,国立大学の法人

化や,構造改革特区の中での株式会社の学校経営が認め

られるなど,競争と,利潤追求が学校に求められるよう

になっている(20)｡

4.社会と教育の構造変化

以上の点を整理すれば,憲法 ･教基法に体現された戦

後改革の理念とは,単純に言えば,〔基本的人権として

の教育を受ける権利,学習権の保障〕- 〔公費による無

償教育と機会均等〕- 〔最適な職業選択機会と労働権の

保障,それによる社会的貢献〕- 〔所得の平準化と累進

課税による再配分,公的支出〕,という循環を成立させ

ることによって,〔教育による社会的平等の実現と公共

的利益の実現〕を目指すことだったのである｡

しかし,このような社会構造が,戦後60年近くを経る

中で,実現したとは言い難い｡逆に,高度経済成長期以

降の社会変化の中で,教育は,人材選別機能,人格抑圧

機能を高め,社会的不平等を拡大する傾向を強めている｡

それは,政策によって推し進められた側面も否定できな

いが,主だっては,経済,社会の巨大な動きによって生

じたと考えられる｡ 第-の大きな変化は,国民の中の階

層化であろう｡ 一部の富裕者と圧倒的な大多数の貧困者

という図式は崩れ,多くの国民は自らを中流と位置づけ,

第三世界の人々に比して全体として豊かな生活水準を保

持している｡このような中では,無償教育といえども,

多くの者は自らも税金負担者として立ち現れる｡税金の

負担感が増すほど,子どもを持っ者も持たない者も平等

に税金を負担し,教育を支えるあり方に対して批判が高

まることは予想に難くない｡

また,格差構造が強まるほど,社会的平等を目指す意

識,共同,連帯を求める意識は低下し,労働組合活動な

ど,様々な社会運動も停滞する｡階層の中で上の者への

劣等意識と,下の者への優等意識のはぎまで,人々は上

昇志向を持ちこそすれ,真因層への共感は失われ,保身

的な傾向を強めざるを得ないのである｡ 教育によ･って効

用を得る者がその費用を負担すべきだという発想が強ま

り,貧困層に対しては福祉的な援助が与えられても減額

されていく｡ 税金を徴収することも,教育などに公費を

投入することも,市場参加者の自律的な経済活動による

べき需要と供給のバランスを崩し,最適な資源配分を不

可能にするとして,否定される｡ 受益者負担主義は,政

策のレベルだけでなく,国民の意識のレベルに浸透して

いるのである｡

社会の格差構造も教育にも影響を及ぼす｡世襲的に受

け継がれていた第一次産業が衰退し,第二次,第三次産

業が拡大するようになり,ほとんどの子どもは労働市場

に参入していく｡ 階層化された職業機会に対し,自らの

労働力商品を売るべく,競争関係に入り込む｡高校進学

率の上昇と,高校三原則の崩れの中で,偏差値ランク付

けが,子どもという労働力商品のラベルとして重要な意

味を持っようになっていった｡教育が人材選別機能を強

めていったのである｡ 当然,一定の教育レベルに対応す

る職業機会が存在し,教育によって,子どもの職業選択

を可能とし,労働権を実現することが必要なわけだが,

成立した機能は,子どもの主体性を重視し,子どもを幸

福追求や権利実現を図るものではなく,子どもを製品と

して選別し,人格を疎外していくものであった｡

第二は,上記のことと並行しながら,公的な意識,公

共性が減退し,私的な意識,私事性が高まっていたこと

である｡ 高い生活水準,多くの収入を得るべく,国民全

体が競争関係の中に組み込まれることは,私的な利潤獲

得が,国民の行動基準となることを意味する｡教育はよ

り多くの利潤を獲得するための手段と位置づけられ,教

育はその公共性を減退させ,私事性を拡大していく｡ さ

らに,公立学校の地盤沈下,学力不安,荒れへの不安か

ら,私立のエリート校,進学塾,予備校が拡大すること

により,教育を利潤獲得の手段とする教育機関が増大し,

教育は私的に買う商品としての性格を強めていく｡

第三に,戦後改革以降,しばらく,教育は希望であり,

善であった｡敗戟の混乱,経済的苦境から立ち上がり,

戟前とは違う新しい民主的な社会を創造するための基本

的な条件として教育は位置づけられていた｡教育は共同

や連帯を基調とするものであり,社会全体で創造してい

くべきものであった｡何か問題が生じるとすれば,それ

は教育が不十分だからであり,解決のためにはより充実

した教育が求められた｡ところが,70年代終わり頃から

は,教育荒廃と言われるような状況が蔓延化する｡いじ

めや不登校,中退,体罰,校則など,むしろ教育が原因

となって,子どもの問題が引き起こされるようになる｡

教育が,子どもの権利の実現,幸福の追求を阻害するよ

うな実態が広がった｡子どもの学習意欲の低下,学びか

らの逃走は,子ども自身が教育に対して希望を持てなく

なっていることの表れである｡

教師も,多忙化や,研修漬け,人事管理の強化で,専

門職としての実質を政策的に失わされっっあると同時に,

教師内部での相互批判,学びあいの減少,教育雑誌の購

読減に見られるような自律的学習意欲が減退している｡

さらに,組合の組織率の低下に見られるように連帯意識,

共同意識も減退している｡公教育の担い手としての教師

自身,学校自身が公共性を低下させているのである｡

結果的に,戦後改革の描いた理想とは逆に, 〔私的教

育費の拡大と,家庭の経済格差の影響の拡大〕- 〔より
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有利な教育機会を求める排他的競争〕- 〔より上位の職

莱,生活水準など私的利潤の獲得〕- 〔職業間の所得格

差の拡大と福祉等公共分野への支出の減少 ･受益者負担

主義〕の循環が成立する中で,〔教育による社会的不平

等の拡大再生産と正当化〕が生じるようになっているの

である｡この状況の中では,教育の意味も権利の意味も

戦後改革の理念とは異なったものにならざるを得ない｡

教育を受けるほど,人格が疎外され,自己否定感情が強

まる｡そして,共同 ･連帯がなくなり,各人が敵対化し,

格差づけられていく｡

5.おわリに

堀尾輝久は,教基法の理念は,市民社会の理念であり,

それに対し,教基法改正の主張は,19世紀末以降の市民

社会の構造転換と,独占資本主義-帝国主義段階に照応

する現代国家 (福祉国家)とその公教育体制に基づくと

位置づける｡ 堀尾は,後者の諸原則として,○国家によ

る教育,内面形成の指導者としての国家,○愛国的国民

従順な公民の形成,○中央集権化,教育の独立性 ･自主

性の否定,○中立の保持者,真理の守護者としての国家,

○国家への義務としての教育,○道徳教育の主宰者との

しての国家,宗教的情操一般の滴養,などを挙げている｡

これらはそのまま,教巷法改正の主張にあてはまるもの

である｡教基法,学校教育法も,本来であれば,歴史的

に後者に位置付くのであろうが,憲法,教基法は人類ゐ

歴史的遺産として,近代教育原則を引き継いだものと,

堀尾はとらえている(22)0

このように,堀尾は憲法 ･教基法と,下位法,改正論

を全く別の性質のものとして2分する立場に立っている｡

人類普遍の価値である憲法,教基法を,労働者階級,敬

育労働者,人民大衆が担い,その価値を実現する階級闘

争によって,支配階級の意図である現代国家の公教育体

制を打破することが可能になる｡ 教基法改正の主張を,

進歩 ･革新に対する ｢反動｣と認識するか,時代の経済

戦略,国家戦略に適合した ｢先進｣と見るかは,論者に

よる違いはあるが,基本的に,教基法の価値を,歴史を

超えた普遍的な価値として認識し,本来的な意味での教

育を実現するために不可欠な価値,理念と位置づける点

は教基法改正批判に共通している｡

それに対し,持田栄一は,教基法自体が,矛盾的な存

在であることを指摘する｡ 教育基本法に盛り込まれた人

権等は,｢歴史をこえて人類に普遍的な価値ではなく,

人類史の資本主義的段階において自覚されたものであり,

この意味で,特殊市民社会におけるイデオロギーだとい

うべきである｣(23)｡それ故,教基法を無矛盾的なものと

して守ることではなく,近代教育の古典原則を否定し止

揚する勤労人民の実践と運動を媒介とすべきことを主張

する｡｢教育基本法をふくめて現行教育法が近代法とし

てもっている限界と階級性を教育の本質的あり方を基礎

として明確に指摘し批判するとともに,他方そのような

近代法としての現行教育法を勤労大衆の側から読みかえ

し,それに 『上から』の解釈とは異なった意味を与え,

その限界を拡大する｡｣(24)そして,｢教育を私的個人的な

ものとして考える近代の教育体制に代って教育を社会共

同の事業としてとらえる観点を一般化し共同化し,この

ような秩序に市民社会における教育秩序をくみかえてい

くことがのぞまれるのである｡｣(25)
持田の立場に立てば,教育の商品化,私事化,差別選

別的,能力主義的な教育は,教基法と矛盾するものでは

なく,教基法の一面として組み込まれていることになる｡

市民革命の枠組みの中から資本主義社会が生成すること

からすれば,教基法が資本主義社会との整合性,近接性

を有していると評することが可能である｡ 教育刷新委員

会も,教員の労働組合運動に対してきわめて否定的だっ

たのであり,戦後リベラルの知識人に共通してみられた

問題性は明らかである｡しかし,教基法の条文を子細に

検討する限り,むしろ,資本主義的な社会,教育のあり

方を否定していると考えるべきである｡ 戦後の反ファシ

ズムの思想や,明治初期の啓蒙思想,自由民権思想も含

め,反国家権力的な意思が教基法に具現していると言う

べきである｡

ただ,これまでのような国民の教育権論による改正批

判のあり方に,別の視点を加えることが必要になってい

るように思われる(26)01980年代以降,国民の教育権論が

退潮した言われることが多くなっている｡ その理由は,

高度経済成長期以降の社会変化,教育変化に対して,育

効な理論的枠組みを提供してこれなかったからではない

だろうか｡国民の教育権論が,1960年代,70年代におけ

る,教職員組合運動,民間教育運動の最盛期に生まれ,

そのことに対応した理論構成になっていることは否めな

い｡憲法,教基法の理念を掲げ,それを暮らしや教育に

生かす運動は展開されてきたが,結果的には,それに反

する状況が広範に見られる｡ その原因を政策だけに求め

ることは困難となっている｡ 政策さえも,現実の動きに

翻弄され,有効な手だてを打てないでいるのである｡

今後は,子どもの権利,親の権利,教師の権利,地域

住民,自治体,国などの相互の権利義務関係,権限関係

を,今一度整理し直すことが必要である｡そこでは権利 ･

義務,教育の内実に立ち返った議論が必要となる｡国民

の権利観 ･教育観も変わってきている｡ そのことに無批

判に順応するする必要はないが,教基法の理念が正しい

とすれば,そのことに向けて,理想を実現するための道

筋を示し,戦略を立てることが求められる｡教基法の文

言改正云々以上の,巨大な問題が横たわっていることに
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自覚的でなければならない｡
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